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日
印
安
全
保
障
協
力
共
同
宣
言
と
非
核
三
原
則
に
関
す
る
質
問
主
意
書

麻
生
首
相
は
十
月
二
十
二
日
、
イ
ン
ド
の
マ
ン
モ
ハ
ン
・
シ
ン
首
相
と
会
談
し
、
安
全
保
障
分
野
の
協
力
を
強
化
す
る
日
印

安
全
保
障
協
力
共
同
宣
言
（
以
下
、
安
保
協
力
）
に
署
名
し
た
。

安
保
協
力
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
に
関
す
る
情
報
交
換
、
東
ア
ジ
ア
首
脳
会
議
な
ど
の
多
国
間
の
枠
組
み
で
の
協
力
、
防

衛
対
話
な
ど
を
確
認
し
た
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
両
国
間
で
既
に
実
践
さ
れ
て
き
た
こ
と
を
明
文
化
し
た
も
の
で
あ
る
と
の

指
摘
も
あ
る
が
、
イ
ン
ド
と
対
立
す
る
中
国
や
パ
キ
ス
タ
ン
と
の
関
係
も
考
慮
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

報
道
に
よ
る
と
、
シ
ン
首
相
は
民
生
用
原
子
力
に
つ
い
て
将
来
の
日
本
の
協
力
を
希
望
す
る
考
え
を
伝
え
、
麻
生
首
相
は

「
核
実
験
の
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
継
続
を
含
め
約
束
と
行
動
を
し
っ
か
り
し
て
ほ
し
い
。
さ
ま
ざ
ま
な
要
素
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ

る
」
と
答
え
た
と
の
こ
と
で
あ
る
。

米
国
・
イ
ン
ド
間
に
お
い
て
は
、
核
拡
散
防
止
条
約
（
Ｎ
Ｐ
Ｔ
）
に
非
加
盟
の
イ
ン
ド
を
「
例
外
的
措
置
」
と
し
て
核
燃
料

や
核
技
術
を
提
供
す
る
米
印
原
子
力
協
力
協
定
（
以
下
、
米
印
協
定
）
が
発
効
し
た
が
、
こ
れ
は
Ｎ
Ｐ
Ｔ
体
制
の
形
骸
化
・
空

洞
化
を
招
来
し
、
核
軍
縮
に
逆
行
す
る
も
の
で
あ
る
。

日
本
は
、
米
印
協
定
を
、
核
実
験
を
凍
結
す
る
こ
と
を
条
件
と
し
た
も
の
の
、
核
供
給
国
グ
ル
ー
プ
の
一
員
と
し
て
容
認
し

一



た
が
、
こ
の
よ
う
な
米
国
の
「
例
外
的
」
扱
い
を
認
め
る
措
置
は
、
北
朝
鮮
に
核
廃
棄
を
迫
る
六
カ
国
協
議
の
論
議
に
も
悪
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
と
の
指
摘
も
な
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
関
連
し
て
、
以
下
質
問
す
る
。

一

「
核
軍
縮
・
不
拡
散
」
は
安
保
協
力
の
趣
旨
に
も
含
ま
れ
て
お
り
、
「
非
核
三
原
則
を
政
策
上
の
方
針
と
し
て
堅
持
し
て

い
る
」
（
平
成
二
十
年
十
月
三
十
一
日

第
百
七
十
回
国
会
質
問
第
一
四
一
号
に
対
す
る
答
弁
等
）
日
本
は
、
イ
ン
ド
の
核

実
験
放
棄
、
核
実
験
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
堅
持
お
よ
び
Ｎ
Ｐ
Ｔ
早
期
加
盟
を
求
め
て
い
く
べ
き
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
如

何
。

二

日
本
は
毎
年
、
国
連
総
会
第
一
委
員
会
（
軍
縮
・
安
全
保
障
）
に
、
核
全
廃
の
決
議
案
（
以
下
、
核
廃
絶
決
議
）
を
提
出

し
て
き
た
。

核
廃
絶
決
議
は
一
九
九
四
年
か
ら
毎
年
採
択
さ
れ
て
お
り
、
本
年
十
月
二
十
八
日
に
行
わ
れ
た
決
議
に
お
け
る
賛
成
は
百

六
十
三
カ
国
、
反
対
は
昨
年
も
反
対
し
た
米
国
、
イ
ン
ド
、
北
朝
鮮
の
三
カ
国
に
イ
ス
ラ
エ
ル
が
加
わ
り
四
カ
国
、
棄
権
は

中
国
、
イ
ラ
ン
な
ど
の
六
カ
国
で
あ
っ
た
。

核
廃
絶
決
議
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｔ
が
国
際
的
核
不
拡
散
体
制
の
基
礎
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
、
北
朝
鮮
の
核
実
験
に
つ
い
て
は
、

二



二
〇
〇
六
年
十
月
に
採
択
さ
れ
た
安
保
理
で
の
制
裁
決
議
の
重
要
性
を
強
調
し
た
。
ま
た
、
米
国
・
ロ
シ
ア
に
対
し
て
、
核

兵
器
削
減
に
着
手
す
る
よ
う
求
め
、
安
全
保
障
を
目
的
と
し
た
核
兵
器
の
役
割
も
軽
減
す
べ
き
だ
と
し
て
い
る
。

な
お
、
米
国
は
核
廃
絶
決
議
が
核
実
験
全
面
禁
止
条
約
（
Ｃ
Ｔ
Ｂ
Ｔ
）
の
早
期
署
名
、
批
准
を
求
め
て
い
る
こ
と
を
理
由

に
反
対
を
続
け
て
い
る
。
昨
年
、
棄
権
し
た
フ
ラ
ン
ス
は
賛
成
し
た
。

こ
の
点
、
日
本
が
条
件
付
で
は
あ
る
も
の
の
、
Ｎ
Ｐ
Ｔ
体
制
の
形
骸
化
・
空
洞
化
を
招
来
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
米
印
協
定

を
容
認
し
た
こ
と
が
、
今
後
の
核
廃
絶
決
議
案
提
出
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
如
何
。

右
質
問
す
る
。

三


